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§1 はじめに

科学技術研究の規模と社会への影響力の増大にしたがって，専門家として科学者が

果たすべき責任を巡る議論がますます必要とされつつある．こうした科学者の責任論

は主に科学技術社会論や倫理学の見地から行われてきた．だがこれらの研究の射程は，

科学者が行うアカデミックな研究業務のみを対象としていることが少なくない1．実際

に科学者が専門家として行う行為はもっと多様であり，アカデミックな場を超えて，

社会的・政治的な意思決定のプロセスに加わることもある．さらにそうした政治的な

場において科学者の行為に責任があるのか（ないのか）が論争になるケースも考えら

れる．したがって科学者の政治的行為に伴う責任問題について検討することは，科学

者の責任論にとって有益な示唆を得るきっかけとなる．

本稿では，科学者が政治的な手続きに助言を行う場合に生じ得る責任を巡る論争を，

倫理学が展開してきた責任理論の論点から整理することを試みる．そのため第 2節で，

責任概念に対する異なる 2つの立場として，フィッシャーとラヴィッツァが提出した

「コントロール」に依拠する責任論とシュリックに見られる責任の公益説を紹介する．

続く第 3節で 2009年にイタリアのラクイラ地方で発生した地震の事例を取り上げる．

本事例においては科学者が行った地震予測に対する責任の有無が論争を呼んだが，そ

の争点を整理するうえで倫理学上の責任概念の議論を検討することが有効であると論

じる．

∗ 京都大学文学研究科科学哲学科学史専修修士課程
1 たとえば Forge（2008）．
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§2 道徳的責任の概念

2.1 責任の種類

責任と一口に言っても，様々な用法と種類が存在する．そこで本稿が扱う責任の種類

をあらかじめ明確にしておく必要がある．まず「責任」という語が用いられるとき，根

本的に異なる 2つの用法がある．2つの用法のそれぞれは前向き責任（forward-looking

responsibility）と後ろ向き責任（backward-looking responsibility）と呼ばれる．前向き

責任は事前的責任とも呼ばれ，ある役割として持つ将来的な行為に対する責務のこと

を指す．「彼には親としての責任がある」というような場合に使われる責任概念であ

る．他方で後ろ向き責任は事後的責任とも呼ばれ，主体が過去に行った行為に対する

責任を指す．「ミスをした責任は私にある」などというときの責任は後ろ向き責任に該

当する．

本稿で扱うのは道徳的な後ろ向き責任である．すなわち，主体が行ったある行為と

その帰結に対して賞賛ないし批判がなされるべき場合に生じる責任を扱う．したがっ

て科学者が行った政治的行為に関する責任の科学者への帰属が本稿の焦点となる23．

2.2 議論の背景

それでは倫理学者たちはどのような文脈で責任について論じてきたのだろうか．ま

ず指摘しなければならないのは，倫理学における責任概念の議論は自由意志を巡る論

争と不可分であったという点である．より具体的には，様々なバージョンの決定論が

真であるかどうか，そして決定論と自由意志ないし責任が両立可能であるかどうかの

2点が争点となってきた．なぜならば，仮に決定論が真であるとすれば，我々は我々

の行為を自分の意志で行うことが不可能となり，行為の責任について考えることがで

きなくなってしまうかもしれないからである．

例として因果的決定論について取り上げてみよう．因果的決定論は，過去，現在，

未来のあらゆる世界の状態が過去の事実と自然法則によって決定されているとする立

場である．この因果的決定論と自由意志の関係については 3 つの立場に大別される．

自由意志は存在し，それゆえ決定論は偽であるとするリバタリアニズム，決定論は真

2 科学者が専門職としてどう行為すべきかを扱う科学者の道徳的前向き責任も科学者の責任論の中心的
な議題であるが，本稿ではこれは扱わない．
3 以下，断りなく「責任」と記すときには道徳的な後ろ向き責任を指示するものとする．
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であり，自由意志は存在しないとする懐疑主義，そして決定論が真だとしても自由意

志は存在し得るとする両立論である．これら 3つの立場のどれに立脚するかは，主に

「自由意志とは何か」という問いにどのように応答するかによって変わり得る．それぞ

れの立場は相互批判を繰り返しながら，より精緻化された下位区分的な立場を生み出

してきた4．

以上のような自由意志論争は責任理論にも大きく関係する．自由意志が責任の帰属

の必要条件であることを前提するならば，自由意志の論争はそのまま責任の実在性を

巡る論争となるからである．したがって責任について論じるためには，リバタリアニ

ズムか（自由意志と決定論の）両立論の立場をとるか，あるいは責任の帰属に自由意

志は必要ないと前提しなければならない．後者の自由意志を必要としないという意味

での決定論と責任の両立論を展開した著名な論者の 1 人が P.F. ストローソンである．

ストローソンは反応的心情5という概念を用いて責任の帰属の問題を捉えようとした

（Strawson [1963]1993）．ストローソンの議論は次で紹介するフィッシャーとラヴィッ

ツァの責任理論へと受け継がれる形で発展させられることになる．

2.3 フィッシャーとラヴィッツァの責任概念

責任について論じた研究のうち最も著名なものの 1 つとして，フィッシャーとラ

ヴィッツァの『責任とコントロール』がある（Fischer and Ravizza 1998）．フィッシャー

とラヴィッツァは責任が主体に帰属する条件を主体のコントロール能力に求めること

によって，自由意志と責任の両立論の立場を支持している．コントロールとは，簡単

に説明すると，ある行為を自由に行う能力のことである．さらにコントロールは統制

的コントロール（regulative control）と誘導的コントロール（guidance control）に区

別され，主体がある行為に対して責任を有するのは, 主体が当該行為の誘導的コント

ロールを備えている場合，その場合に限られる（pp. 33, 54）．そして主体が誘導的コン

トロールを呈するのは，行為が主体自身の理由反応的メカニズム（reasons-responsive

mechanism）から生じている場合に限られる（p. 170）．

では理由反応的メカニズムとは何であろうか．理由反応的であるということは，「あ

る行為を行う理由があるときに，実際にその行為を行う」という性質を持つことを指

す．これに基づき，フィッシャーとラヴィッツァは理由反応性を次の 2つに分類する．

4 詳しくは Campbell（2011）や Talbert（2016）を見よ．
5 反応的心情（reactive attitude）という訳語は成田（2004）が用いている．
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強い理由反応性（Strong reasons-responsiveness : SRR）

：ある行為においてある種のメカニズム Kが実際に作動しているとする．SRR

は以下の条件下で成立する．Kが機能し，そして他の仕方で行為する十分な理

由があるならば，主体はその仕方で行為する十分な理由を認識し，その仕方で

行為することを選択し，その仕方で行為する．

弱い理由反応性（Weak reasons-responsiveness: WRR）

：SRRと同様に，メカニズムの作動のあり方は現実世界に固定されているもの

とみなし，そのうえで他の仕方で行為する十分な理由が存在し，主体がこの理

由を認識し，主体がその仕方で行為するようないくつかの可能なシナリオ（ま

たは可能世界）――現実世界と同じ諸法則を持つ――が存在するということの

みによって [WRRが成立するのに]十分であるとみなす．

（Fischer and Ravizza 1998, p. 63, [ ]内は筆者による）

フィッシャーとラヴィッツァによると，SRRは責任を帰する条件としては強すぎる

し，WRRは反対に弱すぎる．すなわち SRRを持つメカニズムが認められる場合には

責任を帰すことはできない．他方でWRRは帰責の必要条件ではあるが十分条件では

ない．そこで彼らは適度な理由反応性（moderate reasons-responsiveness）を求める．

適度な理由反応性は次のように定式化される．

適度な理由反応性

：メカニズムの作動のあり方は現実世界に固定されているものとみなし，他の

仕方で行為する十分な理由が存在し，主体がこの理由を認識し，主体がその理

由のためにその仕方で行為するようないくつかの可能なシナリオ（または可能

世界）が存在するということのみによって [適度な理由反応性が成立するのに]

十分であるとみなす．

（Fischer and Ravizza 1998, p. 64, [ ]内は筆者による）

ここでフィッシャーとラヴィッツァが付している条件は，主体が認識する理由に何

らかの一貫した合理的な規則性と道徳性が含まれていなければならない，というもの

である．すなわち，たとえ反実仮想的なシナリオを複数想定することができたとして

も，主体の行為理由が非合理的であったり，あるいは主体が道徳的な理由を認識でき

ていなければ，その主体は責任ある行為者とはみなせなくなる．
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2.4 シュリックの責任概念

フィッシャーとラヴィッツァは主体の能力に帰責の条件を求めたが，それとはまった

く別の角度から責任概念を捉える理論も存在する．その 1つが責任の公益説6である．

公益説の代表的な論者としてシュリックを挙げることができる（Schlick [1939]1966）．

シュリックは責任理論の論者が繰り返し言及してきた伝統的な自由意志と決定論の

問題が疑似問題であると論じた．すなわち責任を論じるうえで決定論の真偽や両立論

と非両立論のどちらをとるかといった課題は無意味であるというのがシュリックの主

張である．その中心的な論拠としては，責任は個人の意志や能力ではなく社会的な利

益との関わりで捉えることができるという点にある．シュリックによると，責任が主

体の行為に帰属するのは，主体が行った行為を非難し懲罰を与えることでその行為を

規制することができる場合か，あるいは主体が行った行為を称賛し報奨を与えること

でその行為を促進することができる場合である．そして非難・称賛という態度は，そ

の対象である主体を社会的に有益な（または無害な）行為へ誘導するものでなければ

ならない．したがって単なる仕返しのように，社会的利益に貢献しない非難を認める

ことはできない．

以上のように，シュリックの責任理論は，帰責の条件を行為の中身でも行為主体の

能力でもなく，行為に対する非難・称賛の結果として得られる社会的な利益に求める

という功利主義的な側面にその特徴を見出すことができる．

だがシュリックが唱えた責任の公益説はいくつかの批判を受け，現在では支持者は

あまり多くはない7．批判される根拠の 1つは，公益説が扱う責任概念と我々が責任概

念に対して持つ直観とのギャップにある．我々は誰かの行為の責任を問うとき，必ず

しもその行為を賞賛・非難することによる社会的な利益を考えてはいない．我々は行

為そのものの善悪に基づいて責任を帰することもある．そして行為の善悪と社会的な

利益の対応関係は，少なくともシュリックの議論のなかでは明確に示されていない．

ゆえに何も過ちを犯していない，あるいは過ちに対する適切な釈明を持っている人を

非難することが不公平だと感じたとしても，公益説はその不公平性の起源や妥当性を

何ら説明してはくれないのである．

6 「公益説」という名称は成田（2004）で提示されている．またシュリックや彼に類する責任理論上の
立場は帰結主義（consequentialism）と呼ばれることもある（Talbert 2016）．
7 シュリックへの代表的な批判者の 1人がストローソンであり（Strawson[1963]1993），ストローソン
以降の両立論者もシュリックの議論の枠組みに否定的な立場をとることになる．
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以上の理由からシュリックの責任理論は我々が日常的に用いている道徳的な直観と

かけ離れている部分を持つ．したがってシュリックの責任理論は，主体の個別の行為

よりも，むしろ社会全体としてどのような行為に責任を課すべきかという，ある種の

社会設計のレベルにおける責任についてあてはまると言えるだろう．

§3 科学者の政治的行為に伴う責任

第 2節では主に 2つの責任概念に関する立場を紹介した．実際に我々が「責任」と

いう言葉を用いるとき，このいずれかの立場に依っていることは少なくない．科学者

の責任論を取り巻く議論も同様であり，その議論で扱われる責任概念の多様な様相を

理解するのに倫理学の責任理論が有効である．本節では最初に，行政に参加した科学

者の発言に対して責任が問われたイタリアのラクイラ地方で発生した地震の事例を取

り上げる．続いて論争の中で展開された責任概念が多様な様相を示しており，その典

型的なパターンが第 2節で取り上げた 2つの責任概念に対応するものとして解釈でき

ると論じる．

3.1 事例背景

イタリアのラクイラ地方で 2009年，マグニチュード 6.3の地震が発生し，300人を

超える死者を出した8 ．ラクイラ地方ではかねてから微震が繰り返し生じており，こ

れを受けて地震発生以前に政府の市民保護庁が災害対策委員会を設置していた．委員

会には大学や各種研究機関に所属する地震学者や災害研究者 7 名が出席していたが，

彼らは断層の活動周期の長さから大地震が発生する可能性は低いと報告し，避難勧告

を出さなかった9 ．この報告によって住民の注意が喚起されず，死傷者数が増えたと

して，2012年に開かれた一審の地裁では過失致死傷罪で委員会に出席した科学者ら 7

人に禁固 6年の有罪判決が下された．だが 2014年に開かれた二審の裁判で証拠不十

分として科学者らの無罪が確定した10．

8 Cartlidge 2015
9 毎日新聞東京夕刊 2010年 7月 26日
10 Cartlidge 2015
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3.2 論争状況とその整理

ラクイラ地震の事例は，行政への科学的助言を行った科学者の責任の所在を巡る論

争を引き起こした典型的な事例の 1つと言える．というのも，司法的なプロセスにお

いて科学者の有罪・無罪が問われただけでなく，実質的な安全宣言を発したという行

為について科学者は非難されるべきか，という点で一般市民やイタリア国内外の科学

者らが論を交えたからである．したがって本件は法的責任のみならず，道徳的責任を

巡って科学者の責任が問われた事例と見ることができよう．では実際にどのような論

争が行われたのだろうか．その典型的なパターンの 1つは次のような 2つの対立する

主張として定式化することができる．

主張 (a1)：「科学者が安全宣言を出し，注意勧告を促さなかったせいで死傷者数

が増えた」

主張 (a2)：「地震予測の不確実性が高い状況下にあって， 科学者は安全宣言を

出すほかなかった」

主張 (a1)は科学者に責任があると論じる主張であり，主張 (a2)は科学者に責任がな

いとする主張である11．この 2つの主張で用いられている「責任」は，フィッシャー

とラヴィッツァが提出したコントロールに依拠する責任概念に沿っていると解釈する

ことができる．すなわち，主張 (a1)は科学者が災害対策委員会において注意勧告を促

すことができたという反実仮想的なシナリオをいくつか想定することができるという

前提に立っている．それに対して主張 (a2)は，与えられた様々な条件を科学者が実質

的な安全宣言を出すための十分な理由として必ず認識し，必ず安全宣言を出したはず

だ，ということを論拠としている．言い換えると，科学者は SRRのメカニズムに従っ

ていたため，彼らに責任を帰すことはできないと主張されている．

ここで論争の争点となっているのは科学者が安全宣言を出す，あるいは避難勧告を

出さないという行為に対して誘導的コントロールを有していたかどうかであり，すな

わち科学者が SRR のメカニズムに従っていたか否かである．さらに事例に即して具

体的な内容を踏まえるならば，地震予測という極めて困難で不確実性の高い要請に限

られた時間内で科学者が対応するとなった際に，科学者にどれだけの選択肢があり得

11 毎日新聞東京夕刊（2010年 7月 26日）や毎日新聞西部夕刊（2012年 10月 23日）に見られるよ
うに，主張 (a1)は被災者の遺族が，主張 (a2)は地震学者らがそれぞれ展開する傾向にある主張のパ
ターンである．
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たのかが論争の焦点となっている．こうした不確実性の条件下で科学者は純粋に科学

的な推論を行うだけでなく，避難勧告を出すにあたって要求される社会的・経済的な

コストも考慮に入れなければならなかった可能性を重視するならば，科学者は誘導的

コントロールを備えていなかったと言えるかもしれない．このように，科学的助言に

おける科学者の責任の有無を巡る論争は，科学的な不確実性と社会的な文脈との関係

の中で科学者の誘導的コントロールの有無が争点となることに特徴があると言える．

では引き続いて主張 (a1)，(a2)とは異なるタイプの典型的な論争のパターンとして

次の 2つの主張を想定してみよう．

主張 (b1)：「科学者が今後誠実に助言を行うよう，科学者に責任を帰すべきであ

る」

主張 (b2)：「科学者に責任を課すことは，科学者による科学的助言への積極的な

参与を委縮させかねないため，科学者に責任を帰すことはできない」

主張 (b1) は科学者に責任を与え，主張 (b2) は責任を与えるべきでないとする立場

である12．これらの主張は主張 (a1), (a2)とは変わって責任の公益説に立って帰責の条

件を論じていると考えられる．というのも主張 (b1) と (b2) はいずれも科学者が行っ

た行為の内容や科学者の能力ではなく，科学者への非難の帰結がもたらす社会的な利

益と損失に基づいて責任の有無を判定しているからである．ここでの社会的利益とは，

今後の科学的助言の体制を精確で円滑なものにすることと言える．これらの主張は懲

罰と報奨を責任と直接的に結びつけ，社会的利益をもたらさない懲罰や非難は理屈に

合わないとするシュリックの議論と同じ枠組みを呈している．

ではより具体的に何が争点となっているのだろうか．これには複数の回答が考えら

れるが， 1つの可能な回答は選好の重みづけに求めることができる．社会的な利益と

一括りにしても，その内実は多様なアクターの多様な選好によって構成されている．

これらの選好のうちいずれを優先的に重視するのかによって，科学者を非難すること

によって得られる社会的利益（損失）の評価は変わってくる．主張 (b1)と (b2)では行

政の選好を重視するのか，あるいは科学者の選好を重視するのかといった取捨選択に

争点があると見ることができる．

12 特に主張 (b2)は本事例を巡る論争における議論の典型的なパターンである．たとえば英王立バーク
シャー病院のマルコム・スペリン医学物理学部長は「科学者が間違った予知で罰せられれば，科学的
探求は確実なことに限られ，得られる恩恵も限られる」と述べている（毎日新聞東京夕刊 2012年 10
月 23日）．
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§4 総括と展望

ここまでで異なる 2つの責任概念に関する理論を紹介し，そのそれぞれに基づいて

科学者の政治的行為における責任の有無が論じられる場合があることを確認してきた．

本稿で示したように，科学者の責任を巡る論争を分析するうえで倫理学的な責任理論

を参照することは有効な道具立てとなり得る．その理由の 1つは論争状況とその争点

を整理できることである．どの責任概念に立脚しているのかを明示化することによっ

て，どのような事柄が責任の有無の判断材料として重視されているのかが見えやすく

なるというメリットがある． 例を挙げると，フィッシャーとラヴィッツァの責任概

念を使っているならば不確実性と誘導的コントロールの評価が争点となりやすいし，

シュリックの立場に立つならば科学者の行為への賞賛や非難の公共への貢献度が争点

となる．さらにもう 1つの理由は責任概念の区別を意識することで，異なる責任概念

を用いている論者の間で生じ得る不要な議論の行き違いを回避しやすくなるという点

にある．たとえば主張 (a1) に対する反論として主張 (b2) が展開されたとしよう．両

者はまったく異なる責任概念を用いているため，仮に事実関係のレベルで同じ認識を

共有していたとしても，責任の有無に関する結論としては正反対の帰結を導いている

ことがあり得る．このとき同じ「責任」という語を用いていながらその含意が異なっ

ているため，不要な水掛け論を引き起こすことが懸念される．(a1)は個人の行為の責

任を問うているが，(b2)を同じ文脈の上にあるものとして理解したり主張したりする

のは危険である．第 2節で確認したように，(b2)のような公益説的な責任論は特定の

行為ではなく社会的なスケールでの倫理について論じていると見るほうが妥当である．

責任理論を参照することは，こうした各種の責任概念の含意を明示化し，無用な行き

違いの発生とその影響を低減させる効果を持つと言える．

では仮に本稿で紹介した 2つの責任概念に限定するとしても，どちらの責任概念を

我々は用いるべきなのだろうか．この問いに対する明確かつ一意的な回答を与えるこ

とは本稿ではできない．だがこれは複雑でありながら科学者への帰責に関する意思決

定を試みる際には避けては通れない問題である．なぜならば責任概念の選択は帰責の

条件として重視する要因の選択と不可分だからである．しかしいずれにせよ，まずは

責任概念の分析をツールとして，実際の議論において用いられている「責任」の含意

を検討することから始めるべきであるということは揺るがないだろう．

また本稿で扱えなかった問題として，科学者の道徳的な前向き責任がある．フィッ
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シャーとラヴィッツァやシュリックの責任理論は，基本的に行為の後ろ向き責任を対

象としているため，前向き責任を扱うにはまた別の議論の枠組みを用意しなければな

らない．ゆえに科学者の政治的行為に伴う前向き責任，すなわち科学者が政治的プロ

セスにおいて専門家として行為するときに要求される道徳的責務に関して倫理学的な

議論から定式化することがさらなる検討課題として残されていると言えるだろう．
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